
２．情報連絡体制の整備
○できるだけ多様な連絡手段を整備する
　災害時には目的に合わせて情報収集を的確に行い、得られた情報を合理的に処理する
とともに、必要に応じて関係者に正しい情報を伝達する必要がある。そのためには、で
きるだけ目的に即して多様な情報収集・伝達の手段を整備しておく必要がある。
＝連絡・情報収集の内容と手段（例）＝
	情報収集の内容
	情報の伝達手段

	広域的（県・市）な被害状況の把握
	テレビ、ラジオ、防災無線、等

	地域の被害状況の把握
各自治会関係者、PTA役員
地域連絡員、教職員
	携帯電話、無線、伝令、等

	教育委員会、消防署、警察署
保健所、医療機関（病院）、同一校区の小中学校等への連絡
	電話、携帯電話、防災無線、
メール、伝令、等

	児童、生徒、保護者への連絡
	電話、携帯電話、防災無線、
メール、マモルメール、伝令、等

	避難住民等への連絡

	校内放送設備、非常用校内放送設備
ポータブルワイヤレスアンプ、
メガホン、掲示板、表示、等


※携帯電話やアマチュア無線などを持つ職員についてはその番号をも連絡先として一　　覧表に入れることも考えられる。
ア 学校の機能回復
①通信・放送設備等の点検
　　電話、無線、テレビ、ラジオ、機器の点検と回復を図る。
②教職員との連絡体制
　　電話等による通常の職員連絡網とは別に、職員の通勤距離や通勤手段等の違いを
　考慮して、比較的居住地が近い教職員同士のグループによる連絡網を整備しておき
　緊急時には相互の安否確認を行い学校へ報告できるようにしておく。
③保護者との連絡体制
　通常の家庭電話連絡網とは別に，連絡手段の途絶等を想定して，PTA，自治会と連携した自治会別，町別等の家庭学校連絡網を整備しておく。なお、町別担当の職員体制も整備しておく。
④教育委員会等への連絡
　地震発生後校長は速やかに児童・生徒，教職員，学校の施設等の被害状況を把握し，教育委員会へ報告する。（図○-○、○-○を参照）
⑤警察署、消防署、保健所、医療機関等への連絡　　　　　　　　　　　（図Ⅲ-５）
	機関名
	連絡内容

	警察署
	通学路の安全確保、避難所の治安維持等

	消防署
	救急救命の要請、火災発生報告、消火要請、水利状況
救出要請

	保健所
	衛生状況の報告，衛生管理の要請等

	医療機関・校医
	医師派遣要請、負傷者受入れ要請等


イ 地域の被害状況
　人命、家屋、道路（通学路）、橋、公共施設等の被害状況等の情報を市内図・学区図
　・住宅地図等を利用して必要に応じて記録し，状況を把握する。
ウ 救援・救護の状況
エ 被災者の安否情報
　・児童・生徒の安否については，上記の｢保護者との連絡体制｣による。
　なお、児童・生徒（住民）は居住地により避難場所が指定されているので，避難場所
ごとの児童・生徒名簿を作成しておき，避難状況に応じて修正する。
　・一般の避難住民の安否情報については，掲示板や伝言板等を設置し利用する。
　・仮設公衆電話の設置を依頼する。
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